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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第67期
第２四半期
連結累計期間

第68期
第２四半期
連結累計期間

第67期

会計期間

自平成31年
 ４月１日
至令和元年
 ９月30日

自令和２年
 ４月１日
至令和２年
 ９月30日

自平成31年
 ４月１日
至令和２年
 ３月31日

売上高 （百万円） 10,418 10,419 24,124

経常利益 （百万円） 645 393 1,207

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 416 139 507

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 81 593 △28

純資産額 （百万円） 23,400 22,862 23,159

総資産額 （百万円） 30,185 30,907 30,750

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 15.53 5.43 18.97

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 77.52 73.97 75.31

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 587 760 484

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △339 △518 △177

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △369 702 △1,322

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 5,647 5,703 4,770

 

回次
第67期
第２四半期
連結会計期間

第68期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自令和元年７月１日
至令和元年９月30日

自令和２年７月１日
至令和２年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 11.83 4.87

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

         ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについての重要な変更はない。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)財政状態及び経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により依然として厳しい状況

にあるものの、先行きについては、経済活動の再開が段階的に進められ、持ち直しの動きが見られる。

　この間、国内建設業界も、公共投資は堅調に推移しており公共工事関係受注高は増加しているが、引き続き、国内

における企業収益の減少や先行きの不透明感に慎重な対応が求められるところである。

　かかる中、当社グループは、今年度より新たな中期経営計画（2020年度～2022年度）の初年度として、具体的な施

策①「生産性を向上させ絶対収益を追求する」、②「技術力の向上と技術の伝承」を、全社を挙げて取り組み、計画

達成に向けて業績の伸長に努めていく。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の財政状態および経営成績は、以下のとおりとなった。

 

①財政状態

　当第２四半期連結会計期間末の総資産の残高は、前連結会計年度末に比べて１億57百万円増加し、309億７百万円

となった。その主な要因として、受取手形・完成工事未収入金等が減少したが、現金預金および有価証券が増加した

こと等によるものである。

　負債の残高は、前連結会計年度末に比べて４億53百万円増加し、80億44百万円となった。その主な要因として、短

期借入金が増加したこと等によるものである。

　純資産の残高は、前連結会計年度末に比べて２億97百万円減少し、228億62百万円となった。その主な要因とし

て、その他有価証券評価差額金が増加したが、利益剰余金が減少および自己株式が増加（純資産は減少）したこと等

によるものである。

　この結果、当第２四半期連結会計期間末の自己資本比率は74.0％となり、前連結会計年度末と比べて1.3ポイント

の低下となった。

 

②経営成績

　当第２四半期連結累計期間の業績としては、売上高104億19百万円（前年同四半期比1百万円の増）となった。国内

支店においては、受注は計画通りの状況であったものの、完成工事高は一部工事の進捗が遅れて計画未達となった。

しかし、工事利益率の向上に努めたことと、間接費の削減効果によって利益面では計画を上回ることが出来た。

　一方、米国現地法人においては、工事の進捗の大幅な遅れや工事間接費の増により収益は大きく下振れした。

　その結果、グループ全体としては、営業利益３億円（前年同四半期は５億18百万円の利益）と経常利益３億93百万

円（前年同四半期は６億45百万円の利益）を確保し、親会社株主に帰属する四半期純利益は１億39百万円（前年同四

半期は４億16百万円の純利益）となった。

　なお、当社グループとしては、業績の管理については年度後半の業績を主眼としている。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ９億32百万円の増加となり、

57億３百万円となった。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

 営業活動によるキャッシュ・フローは、７億60百万円の収入(前年同四半期比１億72百万円収入の増加）となっ

た。

 これは、仕入債務の減少額３億47百万円、賞与引当金の減少額２億82百万円、未成工事支出金の増加額２億38百万

円、法人税等の支払額１億64百万円等により資金が減少する一方で、税金等調整前四半期純利益３億82百万円をはじ

め減価償却費４億13百万円、売上債権の減少額10億11百万円、未成工事受入金の増加額２億円等により資金を獲得し

たことが主な要因である。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動によるキャッシュ・フローは、５億18百万円の支出（前年同四半期比１億79百万円支出の増加）となっ

た。

　これは、主として有形固定資産の取得による６億75百万円の支出、有価証券及び投資有価証券の取得による１億59

百万円の支出と、利息及び配当金の受取額１億17百万円、有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による収入１億

14百万円及び定期預金の払戻による収入１億11百万円等によるものである。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)
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　財務活動によるキャッシュ・フローは、７億２百万円の収入（前年同四半期比10億71百万円収入の増加）となっ

た。

　これは、主として短期借入金の借入による収入10億円と、配当金の支払額２億63百万円の支出が主な要因である。

 

(3）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における研究開発費は32百万円であり、当社グループの研究開発活動の状況に重要な

変更はない。

 なお、連結子会社においては、研究開発活動は特段行われていない。

 

３【経営上の重要な契約等】

　　　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 86,853,100

計 86,853,100

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（令和２年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（令和２年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 30,846,400 30,846,400
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 30,846,400 30,846,400 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

令和２年７月１日～

令和２年９月30日
－ 30,846,400 － 5,907,978 － 5,512,143
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（５）【大株主の状況】

  令和２年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

日本基礎技術取引先持株会 大阪市北区天満１丁目９番14号 2,480 9.42

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海１丁目８－12 2,132 8.10

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,877 7.13

日本国土開発株式会社 東京都港区赤坂４丁目９番９号 1,032 3.92

日本基礎技術従業員持株会 大阪市北区天満１丁目９番14号 870 3.31

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 771 2.93

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り１丁目２番26号 746 2.83

東陽商事株式会社 東京都北区王子本町２丁目25番３号 684 2.60

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 507 1.93

株式会社日本カストディ銀行（信託

口５）
東京都中央区晴海１丁目８番12号 461 1.75

計 － 11,563 43.90

（注）株式会社日本カストディ銀行（信託口）の保有株式数には、当社が取締役会決議により取得した自己株式

1,506,200株が含まれている。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    令和２年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 4,508,100 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 26,256,500 262,565 同上

単元未満株式 普通株式 81,800 － －

発行済株式総数  30,846,400 － －

総株主の議決権  － 262,565 －

　（注）１.「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1,700株（議決権の数17個）含ま

れている。

　　　　２.「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する株式のうち当

社が取締役会決議により取得した自己株式1,506,200株が含まれている。

 

②【自己株式等】

    令和２年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本基礎技術㈱
大阪市北区天満１丁目

９番14号
4,508,100 － 4,508,100 14.6

計 － 4,508,100 － 4,508,100 14.6

　（注）株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する株式のうち当社が取締役会決議により取得した自己株式

1,506,200株については、上記の自己株式等に含めていない。

２【役員の状況】

該当事項はない。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（令和２年７月１日から令

和２年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（令和２年４月１日から令和２年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(令和２年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(令和２年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 4,912,431 5,755,059

受取手形・完成工事未収入金等 6,620,631 5,606,148

有価証券 467,344 828,338

未成工事支出金 2,089,803 2,302,522

材料貯蔵品 92,086 85,422

その他 831,346 274,007

貸倒引当金 △9,000 △8,000

流動資産合計 15,004,643 14,843,498

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 4,593,262 4,605,312

土地 4,352,581 4,472,656

建設仮勘定 1,340 25,300

その他（純額） 2,053,368 1,922,024

有形固定資産合計 11,000,553 11,025,293

無形固定資産 87,444 96,138

投資その他の資産   

投資有価証券 4,194,391 4,478,553

その他 463,606 464,270

貸倒引当金 △218 △218

投資その他の資産合計 4,657,780 4,942,605

固定資産合計 15,745,778 16,064,038

資産合計 30,750,422 30,907,537

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 3,956,416 3,607,742

短期借入金 - 1,000,000

未払法人税等 214,602 260,681

未成工事受入金 1,130,542 1,317,350

完成工事補償引当金 1,000 1,000

賞与引当金 374,000 92,000

工事損失引当金 57,000 89,959

その他 939,226 600,249

流動負債合計 6,672,787 6,968,983

固定負債   

退職給付に係る負債 74,191 51,435

契約損失引当金 193,461 190,247

その他 650,687 833,929

固定負債合計 918,339 1,075,612

負債合計 7,591,126 8,044,595
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(令和２年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(令和２年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,907,978 5,907,978

資本剰余金 5,512,143 5,512,143

利益剰余金 13,164,188 13,039,870

自己株式 △1,737,716 △2,364,476

株主資本合計 22,846,594 22,095,516

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,302,818 1,728,636

土地再評価差額金 △750,069 △750,069

為替換算調整勘定 △186,007 △166,203

退職給付に係る調整累計額 △54,039 △44,938

その他の包括利益累計額合計 312,700 767,424

純資産合計 23,159,295 22,862,941

負債純資産合計 30,750,422 30,907,537
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成31年４月１日
　至　令和元年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和２年４月１日
　至　令和２年９月30日)

売上高   

完成工事高 10,418,172 10,419,990

売上原価   

完成工事原価 8,683,323 8,960,984

売上総利益   

完成工事総利益 1,734,849 1,459,005

販売費及び一般管理費 ※１ 1,216,424 ※１ 1,158,383

営業利益 518,425 300,622

営業外収益   

受取利息 5,839 3,882

受取配当金 149,960 112,508

その他 13,638 20,774

営業外収益合計 169,438 137,166

営業外費用   

支払利息 902 346

為替差損 38,627 38,051

その他 3,280 6,098

営業外費用合計 42,810 44,497

経常利益 645,052 393,291

特別利益   

固定資産売却益 19,888 -

特別利益合計 19,888 -

特別損失   

固定資産売却損 11,684 -

固定資産除却損 1,239 -

投資有価証券売却損 - 2,542

投資有価証券評価損 - 8,322

特別損失合計 12,923 10,864

税金等調整前四半期純利益 652,017 382,426

法人税等 235,473 243,357

四半期純利益 416,544 139,069

親会社株主に帰属する四半期純利益 416,544 139,069

 

EDINET提出書類

日本基礎技術株式会社(E00204)

四半期報告書

11/19



【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成31年４月１日
　至　令和元年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和２年４月１日
　至　令和２年９月30日)

四半期純利益 416,544 139,069

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △326,734 425,818

為替換算調整勘定 △639 19,804

退職給付に係る調整額 △7,632 9,100

その他の包括利益合計 △335,006 454,723

四半期包括利益 81,538 593,793

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 81,538 593,793

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成31年４月１日
　至　令和元年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和２年４月１日
　至　令和２年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 652,017 382,426

減価償却費 401,324 413,071

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,000 △1,000

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △33,321 △9,641

賞与引当金の増減額（△は減少） △160,420 △282,000

工事損失引当金の増減額（△は減少） △156,869 33,459

受取利息及び受取配当金 △155,800 △116,391

支払利息 902 346

投資有価証券売却損益（△は益） - 2,542

投資有価証券評価損益（△は益） - 8,322

為替差損益（△は益） 46,643 40,251

固定資産除却損 2,919 2,186

売上債権の増減額（△は増加） 2,135,198 1,011,351

未成工事支出金の増減額（△は増加） △996,187 △238,286

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,202 6,351

仕入債務の増減額（△は減少） △1,529,531 △347,151

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,013,526 200,255

その他 △474,337 △182,161

小計 737,863 923,931

法人税等の還付額 8,098 121

法人税等の支払額 △158,920 △164,021

営業活動によるキャッシュ・フロー 587,041 760,032

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △21,212 △21,212

定期預金の払戻による収入 21,212 111,212

有形固定資産の取得による支出 △513,473 △675,634

有形固定資産の売却による収入 131,644 -

無形固定資産の取得による支出 △8,240 △21,370

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △109,671 △159,787

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による

収入
288 114,191

貸付けによる支出 △7,050 -

貸付金の回収による収入 11,308 15,937

利息及び配当金の受取額 156,120 117,677

投資活動によるキャッシュ・フロー △339,074 △518,986
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  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成31年４月１日
　至　令和元年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和２年４月１日
　至　令和２年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △51,308 -

短期借入れによる収入 - 1,000,000

リース債務の返済による支出 △38,149 △38,606

自己株式の取得による支出 △64,518 △626,760

自己株式取得のための預託金の増減額（△は増

加）
- 631,372

配当金の支払額 △214,958 △263,732

利息の支払額 △902 △233

財務活動によるキャッシュ・フロー △369,837 702,039

現金及び現金同等物に係る換算差額 △32,868 △10,275

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △154,739 932,809

現金及び現金同等物の期首残高 5,801,764 4,770,262

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 5,647,024 ※１ 5,703,072
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用の計算については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によって

いる。ただし、見積実効税率を用いて計算すると著しく合理性を欠く場合には、法定実効税率を使用する方法によ

っている。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（令和２年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（令和２年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 20,930千円 2,440千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成31年４月１日
 　 至 令和元年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 令和２年４月１日
 　 至 令和２年９月30日）

従業員給与手当 323,139千円 331,027千円

賞与引当金繰入額 93,803 34,011

退職給付費用 8,324 11,834

 

        ２　売上高の季節的変動

　前第２四半期連結累計期間（自　平成31年４月１日 至　令和元年９月30日）及び当第２四半期連結累

計期間（自　令和２年４月１日 至　令和２年９月30日）

　当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、契約により工事の完成引渡しが、第４四半期連結

会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比

べ第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動がある。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次の

　　　とおりである。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成31年４月1日

    至 令和元年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 令和２年４月1日

    至 令和２年９月30日）

現金預金勘定 5,789,016千円 5,755,059千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △141,991 △51,986

計 5,647,024 5,703,072
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自　平成31年４月１日　至　令和元年９月30日）

・配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和元年６月27日

定時株主総会
普通株式 215,223 8.0 平成31年３月31日 令和元年６月28日 　利益剰余金

 

当第２四半期連結累計期間（自　令和２年４月１日　至　令和２年９月30日）

・配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和２年６月26日

定時株主総会
普通株式 263,386 10.0 令和２年３月31日 令和２年６月29日 　利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第２四半期連結累計期間（自　平成31年４月１日　至　令和元年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　令和２年４月１日　至　令和２年９月30日）

　当社グループにおける報告セグメントは「建設工事」のみであり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグ

メント情報の記載を省略している。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成31年４月１日
至 令和元年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 令和２年４月１日
至 令和２年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 15.53円 5.43円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 416,544 139,069

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
416,544 139,069

普通株式の期中平均株式数（株） 26,824,780 25,593,761

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

（重要な後発事象）

該当事項なし。

 

２【その他】

該当事項なし。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

令和２年11月10日

日本基礎技術株式会社

取締役会　御中

 

 

　太陽有限責任監査法人

　 大阪事務所

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　陶江　　徹　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　有久　　衛　印

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本基礎技術株

式会社の令和２年４月１日から令和３年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（令和２年７月１日から

令和２年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（令和２年４月１日から令和２年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本基礎技術株式会社及び連結子会社の令和２年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

 監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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